平成25年12月25日
人事局人事課
指定出資法人への人的関与の再点検について
　大阪府指定出資法人評価等審議会における指定出資法人への府の人的関与の再点検について、「大阪府指定出資法人への人的関与の再点検に関する意見書」としてとりまとめられました。
【再点検に至った経緯】
　○前回見直しから約４年が経過し、法人をとりまく状況や課題等に変化が見られるなど、再
　　点検を行う必要性が生じていたこと。
　○平成25年5月定例府議会において、「いわゆる知事推薦ポストについて、民間も含めた公
　　募をすべき」との質問に対し、検討するとしたこと。（知事答弁）
　○これらを受け、指定出資法人への人的関与の必要性について、知事の要請により当審議会
　　が再点検を実施。
【再点検経過】
　○前回の見直し結果も踏まえ、府の人的関与の必要性について再点検。
　○法人所管部局に対する個別ヒアリング等を実施の上、審議会として意見をとりまとめ。
　（平成25年9月20日～12月13日の間に、部局ヒアリングを含め全８回の審議会を開催）
　



参　考（これまでの審議会での見直し等経過概要）
	平成21年７月
（前回見直し対象）
	平成22年１月
（見直し結果）
	～

	25年9月
（今回再点検対象）
	25年12月
（再点検結果）

	27法人59ポスト
	23法人39ポスト
	この間、法人の自立化等に伴い５法人9ポストを見直し削減
	18法人30ポスト
	※17法人25ポスト


※再点検対象法人・ポスト


　審議前回（平成２１年度）の見直し結果を踏まえ、大阪府戦略本部会議において、府として引き続き人的関与が必要であるとして決定した「23法人39ポスト（現在18法人30ポスト）」





















































【　18法人30ポスト　の　再点検結果　】





　人的関与の必要性が認められるもの　　　　　　　　　１６ポスト





　人的関与の必要性が条件付きで認められるもの　　　　　９ポスト





　人的関与の必要性が認められない又は見直したもの　　　５ポスト





　※再点検結果は、１７法人２５ポスト





【　意見書を受けての府の方針（案）　】





　◆原則として、審議会意見どおりとする。





　・ただし、人的関与の必要性が認められない又は見直したもののうち「大阪府都市開発株式会社」の


　　代表取締役社長ポストについては、株式売却・民営化までの間、府の人的関与が必要。


　　（※その間は、１８法人２６ポストとなる。）





　・なお、見直し実施時期については、原則として、現任期（各法人の定款等による任期）満了時又は


　　概ね１年以内とする。（官民同時公募の実施）








